成年後見制度概略

（1） 成年後見制度とは

1 成年後見制度は、精神的又は身体的に自ら財産管理や身上監護の全部または一部ができなくなった者を対象に、必要な範囲において援助を行うこと。

2 成年後見制度の改革

イギリス、ドイツ、カナダその他諸外国においては、近年成年後見制度が次々と改革された。

イギリスは1986年に持続的代理権授与法、ドイツでは1992年に成年者世話法、カナダ・オンタリオ州では1992年に代行決定法。

　

（2） 成年後見制度の基本理念

1 ノーマライゼーション

2 自己決定の尊重

3 自立支援　（残存能力の活用）

　　

（３）法定後見制度

①　法定後見の種類

「後見」　：　心神喪失の常況にあるもの　（判断能力が喪失・欠如している状態）

　　　　　　　　　成年後見人：後見人

　　　　　　＊後見人が代理権・取消権を持つが、日常の生活に必要な行為については本人の判断能力に委ねる　　　　　

「保佐」　：　心身耗弱者（判断能力が著しく不十分な状態）

　　　　　　　　　成年後見人：保佐人

＊特定の行為について保佐人に代理権を付与する

　　　　「補助」　：　軽度の痴呆、知的障害、精神障害の状態にある者（従来の制度では対象外）

＊本人が請求した範囲内の特定の法律行為について、補助人の同意を得る

　

2 法定後見の申立て

精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く状況にある者（精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分なる者・精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分なる者）については、家庭裁判所は、本人・配偶者・四親等内の親族・後見人等または検察官の請求により、後見開始の審判をすることができる。

3 鑑定

医師による診断書が必要　　（約１５万円程度・３，４ヵ月程度）

4 成年後見登記制度

法定後見が開始されると、成年被後見人等の氏名等・成年後見人等の氏名等いくつかの項目にわたり、戸籍に代わる制度として、登記されることとなった。

（東京法務局において全国一括管理）

　　（４）任意後見制度

　　　　　　任意後見制度とは、本人が意思能力が十分なうちに、あらかじめ成年後見人予定者や職務内容を決めておき、不十分になったときに、家庭裁判所が任意後見監督人を選任することを条件として、本人が選んだ後見人（予定者）に法律行為の全部または一部の代理権を付与する制度

①　任意後見契約の定義

法定後見の開始決定を受けていないものが、自己に関する法律行為の全部又は一部について、家庭裁判所による任意後見監督人の選任を停止条件として代理権を付与する委任契約

（この受任者のことを任意後見人という）

②　任意後見人

　　　　　　　　　任意後見人の選択は本人の自己決定にゆだねられており、当然に任意後見契約の内容に含まれる。

　　　　　　　　　任意後見人の受任事務（職務）は、法律行為に限定される。すなわち、代理権の対象となる法律行為には、財産管理に関するもののみならず、身上監護に関するもの（医療契約、住居に関する契約、施設入所契約、介護契約、教育・リハビリに関する契約）が含まれる。

③　後見人　　

1、 配偶者法定後見人制度の廃止

2、 複数成年後見人制度の創設

3、 法人成年後見人制度の創設

④　任意後見監督人

任意後見監督人は、主として、任意後見人の事務を監督する。この任意監督人の選任等はすべて

家庭裁判所の権限にて行われる。

　任意後見の開始は、すべて任意後見監督人が選任されることによってなされる。

　

⑤　任意後見契約の方式　　　　　

　　　　　　　　　　　　任意後見契約は、公正証書による様式行為とされている。公証人により契約書の作成がなさ

れ、職権により登記がなされることとなる。

